
手当月額

年齢区分

3歳未満

3歳～
高校生年代

手当月額

第１・２子
第３子以降
第１・２子
第３子以降

１5，０００円
30，０００円
10，０００円
30，０００円

予　約電話番号相　談　日　時名　称

要予約0952-97-9767

要予約0952-26-0018

第３日曜日
13：00～15：00

ひとり親家庭
サポートセンター
県立男女共同参画
センター（アバンセ）

【女性のためのこころの相談】
毎月第１木曜日、第３土曜日　14：00～16：00

電話番号相　談　日　時名　称

県ヤングケアラー
専門相談ダイヤル
（無料）

対応曜日、時間帯：月曜・水曜・金曜
（土日・祝日・年末年始を除く）
11時～18時

　生活上の諸問題に対応するため、県内では心理の専門家による無料心理相談が行われ
ています。なお、事前予約が必要ですので、詳しくは次のところにお問い合わせください。

住民課
0955-52-2157

大町町総務課
0952-82-3111
江北町地域づくり課
0952-86-5618
白石町社会福祉
協議会
0954-65-8960
総務課
0954-67-0129

有田町社会福祉
協議会
0955-41-1315

みやき町社会福祉
協議会
0942-81-6161

問い合わせ先相　　談　　日　　時

みやき町

玄海町

有田町

大町町

江北町

白石町

太良町

市　町

町民対象　（事前予約）　４人まで
　毎月１回　第４木曜日（祝日の場合別日設定）
　13：30～15：30（30分程度）
※但し、同一内容は年度１回限りとさせていただきます。
町民対象
　毎月1回　第1水曜日　10：00～12：00

町民対象　（事前予約）
　毎月１回　第３火曜日　13：00～16：00

町民対象　（事前予約）　６人まで　20分程度
　毎月２回　原則第２土曜日・第４水曜日　10：00～12：00

町民対象　（事前予約）
　毎月1回　原則第2金曜日　10：00～12:00（20分程度）

町民対象　（事前予約）　４人まで
　毎月１回　詳細はお問い合わせください
　【大町町】　第３火曜日　10：00～12：00
　【江北町】　第２水曜日　10：00～12：00

　児童（０歳から18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子）を養育して
いる方に支給されます。

２. 手当等のこと

（11） 心理相談

98

　手当や医療費助成など、いろいろな補助を受けることができま
す。自分に利用できるのではないかと思うものや、もっとくわしく
知りたいというものがありましたら、窓口で相談してみてくださ
い。それでは、詳しく見ていきましょう！

　ひとり親になって、
生活費や医療費などの負担が多くなりました。
なにか補助を受けることができますか。

◆支給期日
　４月、６月、８月、10月、12月、２月

◆申請（利用）方法
　児童の出生日または前住所の市町村の転出予定日等の翌日から15日以内に所定の
手続が必要となります。
　手続が遅れた場合、手当を受給できない期間が生じることがあります。

◆児童手当月額（R６年12月支給分から）

◆相談窓口（連絡先）
　市役所、町役場

（1） 児童手当

　本来大人が担うような家族の介護や家事などをこどもが日常的
に行わざるを得ない状況にあるご家庭のいろいろな悩み事につい
て、経験豊かなスタッフが親身になって耳を傾け、継続的にサポー
トを行います。

（12） 県ヤングケアラー専門相談

090-9717-0566
（実施団体：認定特定非営利活動
法人スチューデント・サポート・
フェイス（佐賀県補助事業））

「ヤングケアラーって？」
（こども家庭庁ホームページ）



児童１人
児童２人以降

全部支給
４8，05０円
１1，35０円加算

◆支給期月 ５月、７月、９月、11月、１月、３月

◆所得に関連した支給制限
　手当を受けている人の前年の所得（課税台帳上の所得に前年、児童を養育している
父または母、あるいは児童が児童の母または父から受け取った養育費の８割を合算し
た額）が下記の限度額以上ある場合は、その年度（11月から翌年の10月まで）は、手当
の全部または一部が支給停止されます。

手当月額 令和８年（2026年）４月から適用
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　18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある児童（中度以上の障害を有
する場合は20歳未満）がいるひとり親家庭の父または母などに支給される手当です。

◆支給制限

◆対　　象 　次のいずれかの状態にある児童を養育している父または母あるいは
養育者に支給されます。

１ 父母が離婚した児童
２ 父または母が死亡、または生死不明である児童
３ 父または母が重度の障害を有する児童
４ 父または母が引き続き１年以上拘禁されている児童
５ 父または母から引き続き１年以上遺棄されている児童
６ 父または母が裁判所からのＤＶ保護命令を受けた児童
７ 婚姻によらないで生まれた児童

　支給要件に該当しても、次のいずれかに該当する場合は、手当は支給
されません。

１ 請求者および扶養義務者の前年所得が一定額（P11 所得制限限度
　 額表）以上あるとき
２ 児童が児童福祉施設に入所したとき(母子生活支援施設を除く)
３ 請求者および児童が公的年金を受けることができるとき
４ 児童が父または母に支給される公的年金の額の加算対象となって
　 いるとき
５ 里親に委託されたとき
６ 児童が父または母の配偶者（事実上の配偶者を含む）に養育されて
　 いる、もしくは生計を同じくしているとき
※ ３、４に該当する場合でも、公的年金額等が手当額より低いときは、
　 差額を支給される場合があります。

（2） 児童扶養手当
一部支給

48,040円～11,340円
11,340円～5,680円加算

※所得税法に規定する同一生計配偶者（70歳以上の者に限る。）、老人扶養親族、特定扶養
　親族または16歳以上19歳未満の控除対象扶養親族がある場合、上記の額に次の額を
　加算した額になります。

扶養親族の数

０人
１人
２人
３人以上

本人
全部支給 一部支給

　6９０，０００円
1,07０，０００円
1,4５０，０００円

以下３８０，０００円ずつ追加

2，08０，０００円
２，46０，０００円
２，84０，０００円

以下３８０，０００円ずつ追加

扶養義務者および
配偶者孤児等の養育者

２，３６０，０００円
２，７４０，０００円
３，１２０，０００円

以下３８０，０００円ずつ追加

所得限度額表 令和６年（2024年）11月から適用

１ 本人の場合は
・同一生計配偶者（70歳以上の者に限る。）または老人扶養親族１人につき10万円
・特定扶養親族または16歳以上19歳未満の控除対象扶養親族１人につき15万円

◆受付窓口 市役所、町役場

●支給期間等に関連した支給制限
　児童の父または母に対する手当は、支給開始月から５年、または支給要件に該当
した月から７年を経過したときは、手当額が一部支給停止（２分の１の減額）になる
ことがあります。（ただし、認定請求をした日に３歳未満の児童を監護している場合
は、児童が３歳に達した月から５年を経過したときから）
　対象者には、該当月の２か月前までに通知が届きますので、必要な書類を期限ま
でに提出すれば手当の一部支給停止にはなりません。

●自立努力義務に関連した支給制限
　児童の父または母は、自ら進んで自立を図り、家庭生活の向上に努めなければな
りません。
　そのため、正当な理由なく求職活動や自立を図るための活動をしない場合には、
手当の全部または一部が支給されない場合があります。

２ 扶養義務者、配偶者および孤児等の養育者の場合は
・老人扶養親族１人につき（当該老人扶養親族のほかに扶養親族がいないときは、
当該扶養親族のうち１人を除いた老人扶養親族１人につき）６万円
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